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国立水俣病総合研究センター中期計画 
 

平成 20 年 1 月 29 日部長会議決定 

 

 

 

はじめに 

 国立水俣病総合研究センター（以下「国水研」という。）は、「水俣病に関する総合的な調査および研究

並びに国内および国外の情報の収集、整理、提供を行うことおよびこれらに関する研修の実施」を目的とし

て設置されている。 

 この設置目的を踏まえ、国水研の現在の使命を明確にするため、国水研では「国水研の中長期目標につい

て」（別添 1）をとりまとめ、平成 19 年 9 月 13 日部長会議承認および平成 19 年 10 月 2 日研究評価

会議確認を経て、長期目標および中期目標を決定した。 

 「国立水俣病総合研究センター中期計画」（以下「中期計画」という。）は、中期目標に示された目指す

べき方向性および目標を達成することを目的に、具体的な実施計画を示し、以て長期目標の目指す「我が国

の公害の原点といえる水俣病とその原因となったメチル水銀に関する総合的な調査・研究、情報の収集・整

理・研究成果や情報の提供を行うことにより、国内外の公害の再発を防止し、被害地域の福祉に貢献するこ

と」を確実に実施するものである。  

 

1．中期計画の期間 

中期計画の期間は、5 ヶ年とする。ただし、今期については、平成 19 年度を中間年と位置づけ、平成

21 年度末を終期とする。 

 

2．研究の推進に関する事項 

 国水研の設置目的に沿った研究をより推進するため、下記の事項を決定し、実施する。 

（1）重点研究分野 

研究の推進にあたっては、国水研が、国の直轄研究所として水俣病発生地域である水俣市に設置されて

いることを踏まえ、特に重点的に研究を行うべき分野を下記のとおりとする。 

① 水俣湾および八代海周辺地域の環境把握、メチル水銀中毒症の治療および介護支援、「もやい直

し」の促進、公害再発防止等を目的とする【地域に貢献する研究・業務】 

② 水銀の毒性メカニズムの解明と毒性発現回避に関する分子レベル、細胞レベル、生体レベルでの研

究、水銀のヒトの集団レベルでの影響把握等を目的とする【ヒトの健康に貢献する研究・業務】 

※環境省組織令における国水研の所掌事務は、「水俣病に関する調査および研究並びに統計その他の情

報の収集・・・」となっており、水俣病の原因であるメチル水銀を研究対象とするが、研究の推進に

は「水銀」そのものの研究が必要であるので、「水銀」として表記する。 

③ 天然由来物質であり、大陸間移動する物質である、水銀に関する地球規模の環境把握を目的とする

【地球環境に貢献する研究・業務】 

（2）研究課題の再編成 

従来、課題研究と位置づけてきた研究その他現在進行中の研究については、重点研究分野に沿って整

理・統合し、別表 1 のとおり再編成する。 

毎年、研究にあたっては、前年度中に開催される研究企画会議（6．（1）③に後述）によって、研究

企画の採否修正を受けるが、その際、再編成された重点研究分野毎に目的を再確認し、連携調整を図っ

た上で研究企画書を提出することとする。 

（3）新たに開拓すべき研究および継承すべき研究 

国水研として実施すべき重点研究分野のなかに、現在は着手していないが、新たに実施すべき研究およ

び一定の成果を上げて終了が予定されており今後も継承すべき研究として下記の研究課題が挙げられる。

これらについては、所内のみならず広く共同研究者を募る等によって、早急に着手または継続する方向

で検討し、今後の研究計画に反映させる必要がある。 

 ① メチル水銀のリスク評価 

 ② 植物と水銀に関する研究 

 ③ バクテリアと水銀に関する研究 
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④ 海洋生物と水銀に関する研究 

 ⑤ 水俣湾における魚類の水銀蓄積状況に関する研究 

 ⑥ 自然環境における水銀モニタリング手法の確立 

（4）研究グループ制の導入     

組織上の枠組みに縛られないフレキシブルな対応を可能にするため、個々の研究をできる限り重点分野

ごとまたは重点分野内の関連・近似する研究ごとにグループ化し、情報を共有し、進捗状況を相互に認

識しつつ横断的に研究を推進する。また、研究調整を確実に行うため各グループにはグループ代表を置

く。 

（5）研究成果の公表の推進 

研究で得られた成果については、論文化することが第一義であるが、国民への説明責任を果たすため、

3．に後述する水俣病情報センターにおける情報提供のほか、記者発表や講演等様々な機会を活用して、

より一層積極的に専門家以外にも広くわかりやすく研究成果を公表していく。 

（6）外部機関との連携の強化 

国水研が水銀に関する研究において拠点機関としての役割を全うするためには、外部機関との連携を強

化し、開かれた研究機関として活動しなければならない。このため、国内外の研究機関等とより一層積

極的に共同研究を実施するほか、大学院大学との連携大学院化等を進め、学生等の受け入れを推進する。 

特に熊本大学所有の水俣病病理標本については、国際的にも類をみない貴重な病理標本であることから、

共同研究の一環としてアトラス化を早急に進める。 

また、現在調整中の熊本大学医学部との連携大学院構想については早急に手続きを進める。 

 

3．情報発信および地域貢献の推進に関する事項 

2．（5）に前述のとおり、研究や情報収集によって得られた成果については、国民、さらに、国際的

にも、広くわかりやすく情報を提供していかなければならない。さらに、水俣病被害者を含む地域住民

からは、研究成果や地域環境に関する情報について理解してもらい、地域に対して実施している業務に

ついてより多く活用してもらう必要がある。このため、下記の事項を実施する。 

（1）水俣病情報センターの機能の拡充 

水俣病に関する情報と教訓を国内外に発信することを目的に設置された水俣病情報 センターの機能を

より拡充するため、下記の項目を実施する。 

① 行政機関の保有する情報の公開に関する法律では、政令で定める公文書館その他の機関において、

歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別の管理がされている文書は行政文書の定

義から除くこととされており、主に行政機関に附属する公文書館などの保有する文書に対してこの取扱

いが適用されている（別添 3）。しかしながら、水俣病情報センターについては、未だこの取り扱いは

適用されていない。このため、公文書館的位置づけに変更するべく総務省への申請作業を進める。これ

により、収集した資料を情報公開法に定める行政文書から、公開可能な資料に位置づけを変え、水俣病

情報センターの設置目的に沿った業務展開を実施する。 

② 隣接し、内廊下で連続している水俣市立水俣病資料館との協力体制を強化し、調和を図り役割分担

を明確にした展示の見直しを推進する。 

③ 展示の見直しに際しては、熊本県内のすべての小学 5 年生が来館することや、全国各地から学生の

修学旅行や研修旅行での来館も多いことから、子どもたちにも分かり易くかつ体験型の展示となるよう

工夫する。 

 ④ 水俣病情報センターにおいても、地理的に国水研本体よりも市街地に近いことを活かし、水俣病被害

者を含む地域住民への貢献を目的とした健康相談業務およびリハビリテーション業務の拡充を図る。 

 ⑤ 水俣病患者を地域で支えていくために、地域で活躍している福祉やリハビリテーションの専門職を対

象として技術の向上と最新の知見の普及を図る講習会や講演会を開催する。 

 ⑥ 現在、水俣病情報センターは休日開館しているが、月曜日は閉館としている。水俣市立水俣病資料館

が年中無休としたことを踏まえ、年間入館者数の増減と傾向を調査し、より柔軟な対応が可能か検討す

る。 

（2）ホームページの充実 

ホームページの充実は、地域のみならず、国内外に広く情報を伝える手段として有効であるが、日々更

新していかなければアクセスされなくなる。このため、平成 19 年から、フレーム全体を見直し、随時

更新を開始したところであるが、さらに研究成果、業務内容および環境に関する情報等を迅速かつ分か

り易く発信するため、当面、下記の項目について検討し、より一層の充実を図る。 
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① 子供向けページの構築 

② 各研究者の顔写真入りパーソナルページの構築 

③ 英文ページの充実 

また、アクセス数を毎月集計し、ホームページ閲覧状況を把握して、情報内容を継続的に検証する。 

（3）多様な普及・広報活動の展開 

一度は水俣病事件によって混乱した地域の「もやい直し」の推進と地域住民全体の環境と健康への関心

を深めるために、様々な機会を捉え、様々な方法で環境と健康に関する普及・広報活動を積極的に実施

する。また、研究に関する情報交換の場については、所内研究者のみならず、広く研究者の参加を得て

実施する。これらのため、主な検討事項を下記に示す。 

① 健康セミナーの充実 

年 3 回開催している水俣市芦北郡医師会と共催の健康セミナーのより一層の充実を図り、水俣病被害

者を含む地域住民の健康管理に役立つ知識の普及を推進する。できる限り早期に講師およびテーマを決

定し、事前広報を徹底することによって、リピーター以外に参加者を広げるよう努める。 

② 広報誌「とんとん峠」の発行 

平成 19 年度、それまで不定期に発行していた「国水研だより」を市民向けにリニューアルした広報誌

「とんとん峠」を年 2 回発行から 3 回発行に増やし、内容についてもより充実させる。 

③ 一般公開の定期的開催 

平成 18 年度、水俣病公式確認 50 年事業の一環として初めて一般公開し、不定期に実施している一

般公開を年 2 回の定期開催とする。特に平成 20 年度は、国水研設立 30 周年記念一般公開を開催する。 

④ 出前授業の実施 

平成 19 年度、市内の小中学校長会の視察においての意見交換に基づき、国水研の研究者の専門性を活

かした出前授業の展開を積極的に進める。 

⑤ 見学・視察の受け入れ 

国水研および水俣病情報センターへの見学・視察について、より一層積極的に受け入れる。特に環境教

育の観点から、地元小中学校からの見学を積極的に受け入れるため、国水研見学モデルコースを作成す

る。 

また、見学・視察の申込み手続きを明確化し、ホームページ等を活用して周知する。   

 ⑥ 研修の受け入れ 

熊本県をはじめとする地方自治体の職員、地方環境研究所の研究者等への個別の研修を積極的に受け入

れ、国水研の知見や技術の普及を図る。 

⑦ 国水研セミナーの公開 

所内の研究者および所外の共同研究者の所内での発表の場として、これまで所内限りで実施してきたセ

ミナー・所内発表会にできるかぎり所外の研究者、学生、専門家も参加できるように公開開催とする。

なお、開催にあたってはホームページ等で周知し、について、事前申し込みにより受け付ける方法を検

討する。 

 

4．水俣病患者の皆さんへの支援の推進に関する事項 

水俣病公式確認から 50 年を経て、水俣病患者等の高齢化が進んでいることを鑑み、水俣病患者等の不

安を取り除く一助として、国水研の研究成果および施設を十分に活用した水俣病患者等への福祉的支援

を推進する。このため、下記を実施する。 

（1）水俣病患者等への介護予防モデル研究事業の充実 

 ① 水俣市、津奈木町、芦北町での委託事業 

平成 18 年度から平成 20 年度まで委託事業として実施している「水俣病患者等への介護予防モデル研

究事業」について、水俣市、津奈木町、芦北町の各事業実施者間の連絡会議を開催し、十分な意見交換

を行う。また、本事業は平成 20 年度には終期となるので、3 年間の事業内容を総括し、研究成果をと

りまとめ、成果を活かした新たな事業の展開を検討する。 

 ② 出水地区での直轄事業 

臨床部により出水市で実施している直轄事業について、平成 20 年度からは新たに出水市の新設施設

を利用した事業内容を検討する。また作業療法のみでなく運動療法を組み入れたメニューを検討する。 
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（2）外来リハビリテーションの充実 

① 国水研リハビリ棟において、胎児性・小児性を中心とした水俣病患者を対象に、デイケアを取り入

れた外来リハビリテーションを週 2 日継続して実施している。今後、患者の加齢に伴う身体能力・機能

等の変化に対応したきめ細かなリハビリテーションプログラムの充実をより一層図る。 

 ② 外来リハビリテーション参加者の日常生活についても、関係機関と連携して、住環境の工夫や福祉

用具の選定に積極的に参加する等、充実した生活を送るための支援を行う。 

 ③ 水俣病情報センターにおける健康相談事業を拡充し、介護・リハビリテーションの相談に加え、福

祉用具の選定への助言、介助方法・生活動作の工夫指導、機能訓練等を実施する。 

（3）訪問リハビリテーションの充実 

保健所等と連携を図り、訪問リハビリテーションの可能性を探る。 

（4）脳磁計を使用した客観的評価法の研究の推進 

平成 20 年度から導入する脳磁計を使用し、メチル水銀中毒症についての客観的評価法の研究を推進す

る。また、研究にあたっては水俣市立総合医療センターと連携し、脳磁計の有効な活用を図る。 

（5）明水園との連携の強化 

水俣病患者の入所施設である重症心身障害者施設明水園との連携をより一層強化する。現在も入園者へ

の外来リハビリテーション参加による介護支援を実施しているが、医師・理学療法士・指導員等との情

報交換を更に密にし、お互いの施設の専門性や特長を活かした連携の強化を目指す。 

（6）水俣病患者等との対話の推進と働きかけの実施 

水俣病患者の皆さんとの対話の機会を設け、国水研の支援活動を説明する。併せて見学会等の開催によ

り、支援事業への参加を働きかける。特に表に出にくい状況にある小児性・胎児性患者の皆さんへの働

きかけを積極的に実施する。 

（7）水俣・芦北地区水俣病被害者等保健福祉ネットワークでの活動の推進 

水俣病の被害を受けた方およびその家族への保健福祉サービスの提供等に関わる機関で構成される「水

俣・芦北地区水俣病被害者等保健福祉ネットワーク」の一員として、各参加機関との情報交換を行い、

訪問リハビリや相談等、水俣病患者やその家族に対する支援を推進する。 

（8）関係機関との連携の強化 

熊本県、水俣市、芦北地区、鹿児島県等の周辺自治体や水俣市立総合医療センター他の地元医療機関、

社会福祉協議会、水俣病患者入所施設・通所施設等水俣病患者の支援に係る関係機関との連携を強化し、

情報交換や共同事業を推進する。 

 

5．国際貢献の推進に関する事項 

国水研は水銀に特化した世界で唯一の研究機関であることを踏まえ、より一層の国際貢献を推進する必

要がある。このため、下記の事項について検討する。 

① 途上国における水銀汚染に関し、国水研の研究成果および知見を活かし、現地での調査研究等に対

して、技術支援を行う。 

② 海外からの研修生の受け入れを積極的に行う。また効率的な研修マニュアルを作成する。 

③ JICA その他機関との連携を進めるとともに、国水研として積極的に事業プログラムに対しても提案

していく。 

④ ひきつづき WHO の研究協力センターとしての役割を果たす。 

⑤ 環境省が水銀に関して国際的に実施している水銀インベントリーの作成等の事業について、専門機

関の立場から積極的に関与していく。 

 

6．組織体制整備に関する事項 

  国水研の業務推進にあたり、円滑な運営ができるよう組織体制を整備するため、下記の事項を実施する。 

（1）外部評価制度の整備 

 国水研のあり方および研究内容や業務が、設置目的に添ったものであるか、具体的には中長期目標お

よび中期計画に従って運営されているか、適切な評価が必要である。このため外部の評価機関により厳

しい評価を受ける体制の整備を行う。 

① 研究評価委員会 

    平成 19 年度に実施した研究評価委員会において承認された研究評価実施細則について、会議結果を

踏まえ、より効率的な評価ができるよう更に内容を検討する。 
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② 機関評価委員会 

    平成 19 年度に実施する機関評価委員会の結果を踏まえ、より効率的な評価ができるよう機関評価実

施細則の整備を行う。 

③ 研究企画会議  

研究企画会議は従来、所外からの併任企画官と所内の企画官によって構成してきたが、今後は研究評

価の事前評価と位置づけ、内部組織から切り離し、外部評価制度として新規に立ち上げる。これに伴

い、組織細則に規定する研究企画官制度および主任研究企画官制度の見直しを行い、必要な組織細則

の変更を行う。また、研究が個別に実施されるのではなく、機関として連携と調整を図るため、研究

計画の内部でのとりまとめと決定の流れについて見直しを行い、適切な手続きについて検討する。 

④ 外部評価結果の反映 

外部評価結果への対応については、検討後、必ず各会議へ報告を行い、確実に研究および業務等へ反

映させる。 

（2）活力ある組織体制の構築 

国水研は平成 20 年度に設立 30 年を迎えるが、水銀に特化した唯一の研究機関であること、多くの機

関の独立法人化等が進む中で、ひきつづき国立の研究機関であり研究者の他機関との人事交流が難しい

こと等のため、研究者の固定化が否めない状況となっている。今後、国水研の設置目的に沿った使命を

達成していくためには、柔軟な活力ある組織体制が必要である。このため以下の事項について検討し可

能な限り実施する。 

 ① 柔軟な人事体制の推進 

平成 19 年度末から研究者の定年退職が数年に亘り続く予定であるため、後任の人員確保に全力を

尽くす。また、後任の人事については、研究者の流動性を高め幅広い人材の登用を目指すため、でき

る限り公募を行う。また、独立行政法人国立環境研究所等との人事交流を検討する。 

  ② 内部討議の活性化 

 研究計画、研究管理、研究成果、業務実施等について、国水研内部での討議を重ねる仕組みを検討

し、討議の活性化により研究および業務の質を高め、情報の共有および共通の目的意識の醸成を図る。 

  ③ 研究成果公表手続きの明確化 

研究成果等を外部へ積極的に公表するに際しては、研究者個人の業績であるとともに、国水研の成

果として、精査が必要である。このため、外部への公表に至る手続きについて検討する。 

（3）施設および経費の効率的な使用の推進 

    施設および経費の効率的な使用を推進するため、下記の事項を実施する。 

① 研究施設の効率的な使用 

  研究施設の統合を行い、共同実験室等による効率的な施設利用を進める。その際、各部屋の使用目

的に添った分かり易い明確な表示を行う。 

② 機器の効率的使用 

  現在ある機器の総点検を実施し、機器の整理を行う。また機器の購入にあたっては、重複すること

なく必要最小限の整備となるようチェックする。  

③ 研究施設・機器等の外部機関との共同利用 

  研究施設・機器等は、共同研究の推進等により積極的に他機関との共同利用を図り、計画的・効率

的に使用する。 

④ コスト意識の徹底  

 研究推進に際しても、コスト意識の徹底を図る。そのため、平成 19 年度末には各研究課題別、各

研究者別の年間使用経費をとりまとめる。また研究企画会議の提出資料に、年間のおおよその経費を

添付する。  

（4）施設整備の推進 

安全で良好な業務環境を維持するため、すべての施設の防火管理・安全管理の点検を実施し、下記の

施設整備を推進する。 

 ① 耐震工事の実施   

平成 20 年から 2 年間に亘り耐震工事を実施する。工事に伴い研究および業務に支障のないよう手

配する。 

 

 

 



 

- 79 - 

 ② 排水処理システムの強化 

 実験排水の処理については細心の注意を払ってはいるが、老朽化した配管等の点検を実施する。ま

た、施設外部への排水までの工程について点検し、処理システムの一層の強化を図るとともに、使用方

法についても 30 年前の新築当時からの方法が現在も最適かどうか検討する。 

  ③ 水俣病情報センターの改修 

水俣病情報センターの展示の見直しおよび相談事業等の拡充に伴い必要な改修を行う。 

（5）業務における環境配慮の徹底 

環境省の組織として、すべての業務について環境配慮を徹底し環境負荷の低減を図るため下記の取り組

みを行う。 

 ① 業務を行う際、常に環境配慮を考え行動する。具体的には、使用しない電気の消灯、裏紙の使用、

室内温度の適正可、廃棄物の分別徹底、化学物質の管理の徹底等を行う。 

 ② 業務の環境配慮の状況を把握するため、平成 20 年度から、月の光熱水料、紙の使用量を集計し、

適正な管理を行う。 

 ③ 物品・サービスの購入においても、環境配慮を徹底し、できる限り環境に負荷をかけない物品等を

選択する。 
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